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1.  はじめに 

本 発表は、 製造業の研究開発投資額 (R&D 投資額 ) とその産業の 売上高との間にどの 様な関係が 
あ るのかを新たに 作成した数種類の 指標を基に分類し、 各指標ごとに 代表的な産業を 挙げそれぞれの 
特 彼について明らかにするものであ る。 

2. 分析の枠組みと 方法 

Ⅲ 分析の枠組み 

製造業に屈する 各産業が研究開発に 投じる R&D 投資額の推移と、 その産業の売上高の 変化との 
問 にどのような 関係があ るのかを、 以下に示す方法により 分析する。 

① 売上高の推移と R&D 投資額の推移比較 

産業毎に売上高と R&D 投資額の推移を 比較することにより、 その産業の大まかな 投資行動 
の 決定メカニズムを 推測することが 出来る。 一般的に売上高が 伸びている間は R&D 投資もそ 
れに伴って増加するが、 市 均の規模またその 産業の研究開発領域や 現在の研究達成レベル 等に 
より異なることが 予測される。 また反対に減少した 場合にどのような 行動をとるのかも 興味 の 
あ る点であ るⅠ 

② 売上高の推移と R&D 投資先の行動比較 

産業毎に売上高と R&D 投資先 ( 自分野と他分野 ) 及び研究分野の 性格別 ( 基礎分野、 応用 
分野、 開発分野 ) との間にどのような 関係があ るのかを分析する。 これによりその 産業の R& 
D 投資戦略の仮略を 把握することができる。 

③ 前年度との売上高比率をけ 加した総合指標による R&D 投資行動の推移比較 

各産業の研究開発戦略 や R&D 活動の連続性さらに 研究成果の要素を 少しでも反映させるた 
めに、 前年度に対する 売上高の成長率と R&D 投資額比率を 基にした総合指標 ( 研究指向指標 
) を 新たに作成し、 この指標の計測を 通して各産業の R&D 投資行動の推移比較を 行 う 。 

(2) 但丑甘 データ 

毎年 俺務 庁が実ぬしている『科学技術研究調査報告 J の調査の中で、 資本金が 1 億以上かっ社内 
研究を実 捺 に行っている 企業を分析対象とし、 第 1 表 く 産業、 資本金階級別社内使用研究費 ノ、 第 
7 表 く 産業、 資本金階級、 性格別社内使用研究費 ノ 、 第 9 表 く 産業、 製品分野別社内使用研究費 ノ 
を基に、 W4 年間 (1969 年度～ 1992 年度 ) のデータを使用した。 

3. 各産業における 売上高と R&D 投資額との関係 

製造業のように 企業経営に研究開発が 不可欠な産業では、 常に研究開発を 継続し新たな 製品開発を 
通して 市碍 拡大を行 う 行動を取り続けなければならないことから、 研究開発投資額の 決定は企業経 営 
我 略の中でも非常に 大きなウェイトを 占めている。 ここでは、 企業経営の基本要素であ る売上高と R 
&D 投資額の 2 4 年間の推移の 中で昭和 50 年度から 6 年毎の様子を 図 3.1 に示しその変化を 明らかに 
する。 
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② R&D 投資額 

  

CR&D 総額 コ CR&D 総額 ) 

0 (@ 千億円 コ 
「昭和 5 0 年度」 V 売上高 ) 「昭和 5 6 年度」 ( 売上高コ 

  100  200  300  400  モ千億円 コ 0 100  200  300  400  % 千億円 コ 

Ⅱ昭和 6 2 年度」 C 売上高コ 「平成 5 年度」 ( 売上高コ 

図 3.1 売上高と R&D 投資額の年度 別 T 移図 

図 3.1 より次のことが 言える。 昭和 50 年度を基準とすると 最も大きな産業の 市場規模は約 6 年毎 
に 20 兆円、 30 兆円、 40 兆円と増加してきている。 これらの市場規模の 拡大とともに R&D 投資額も 
増加しているが、 その伸び率は 各産業によって 異なっている。 産業の重厚長大から 軽薄短小への 移 
り 変わりが読み 取れる。 最も比率が高 い のは医薬品産業であ り、 平成 5 年度では売上の 10% に達す 
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の 様子をまとめた。 表 3.1 に示した様に R&D 投資 [R&D 比利 表 3.1 市場成長と R&D 売上比率の度合 
額 が売上高に占める 割合の推移も                     

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        遼 薬品                                         
                                                                                                                        鴬壬通繕                                 
                              自動 軍                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

比率が大きくなるのに 対し、 医薬 
    

品や精密機械は 市場規模が大きく 電機機械 
なっていないのに、 R&D 比率が 中 油脂 その他の化学 化学一般機械 
卜早 している。 また出版やパルプ ゴム そのⅡ 90 輸送 窯業 鉄鋼 
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し ても必要な産業は 継続投資 ゃそ ⅡⅡ 中 大 ( 市場成長 コ 
の額の増加を 行っているが、 差は 
ど 必要としていない 産業は市場規模が 大きくなったとしても、 R&D 投資を増加させていない。 こ 

  

分類されるであ ろう。 

4. 各産業における 売上高と自分野、 他分野への R&D 投資額の関係 

ここでは、 各産業が売上高の 推移に対して R&D 投資の投資先を 自分野 へ 行 うめ かそれとも抽分野 

  
ばす戦略を選択するのかが 判明する。 

Ⅲ 自分野への R&D 投資を強化 

2 4 年間の R&D 投資行動からほぼ 継続して自分野への 投資を強化している 産業として医薬品、 
電子通信、 自動車産業が 挙げられる。 図 4.1 にこれらの様子を 示す。 

( 自分野北 コ ( 自分野地 コ ( 自分野北 ) 
    

                蹄                               0  8  - 一 @....-@. ヨ ...@.@....@  由呂 ...-                                                                                                                                                                                                                                                                 
「医薬品産業」 ( 売上地 コ 「電子通信産業 J  C 売上地 ) 「自動車産業」 ( 売上地 コ 

図 4.1 売上高の前年比と 自分野への R&D 投資額の比率の 推移 

図 4.1 から医薬品産業と 自動車産業は 売上高の比率変化には 殆ど関係なく、 自分野への R&D 投 
資を積極的に 進めている様子が 窺える。 また、 競争に打ち勝つためには 自分野への投資を 積極的に 
行う必要性があ る産業であ るとも言える。 これに対し電子通信産業は 長い時間をかけて 自 産業への 
比率が高まってきていることが 分かる。 両者の違いは、 前者はその産業の 研究開発領域が 狭く深 い 
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大 により、 特定の領域に 対する R&D 活動が必須となったためと 推測される。 具体的には微細化が 
べ ー スとなる超高集積度の 半導体製造に 係わる領域や 新素材の開発、 またマルチメディアやコンピ 
ュ 一タ技術等に 係わるものが 挙げられよ う 。 

(2) 抽分野への R&D 投資の強化 

ここでは、 売上比の変化に 伴って R&D 投資の分野を 自分野ではなく 他 分野への比率を 高めてい 
る 産業の例として、 鉄鋼、 一般機械、 精密機械産業を 挙げ、 その様子を図 4.2 に示す。 なお、 これ 
らの様子は自分野比の 減少で他分野への 増加を表している。 

( 自分野 北コ ( 自分野地 コ ( 自分野 此コ  
 

 
 
 
                   

                                            

 
 

 
 
 
 

          

                                                            

 
 

 
 
 
 

                  
「鉄鋼産業」 C 売上地 コ 「一般機械産業」 C 売上 比 )  r 精密機械産業」 C 売上地 コ 一皿㍼ 

図 4.2 より明らかな 様に鉄鋼産業は 海外からの追随により 競争力が下がり つ っあ り、 より付加価 
値の高い製品の 製造と他分野への 進出を大きな 戦略としている 様子がハッキリと 読み取れる。 また 
、 一般機械と精密機械産業も 同様により付加価値の 高い製品開発のために 他産業分野の 研究に力を 
注ぎ、 技術 帝 合の効果を狙っている。 。 " 売上地 で 1.0 より低い値は 前年度の売上を 達成できなか 
った 事を示すものであ り、 3 産業ともこの 影 岳を受け 他 分野への投資行動に 出ていることが 分かる。 

(3) 研究分野の性格別投資 

ここでは、 売上比率の変化と R&D 投資の性格別投資分野の 変化について、 特徴的な産業を 例に 
取って分析する。 なお、 ここでの性格別研究分野とは、 基礎、 応用、 開発の研究分野を 指す。 

① 基礎研究に力を 注ぐ産業 

売上比率の変化に 応じて基礎研究の 分野が大きく 変化する産業として、 医薬品と鉄鍋産業が 挙 
げられる。 またハイテク 分野の電子通信産業は 殆ど変化がない。 これらの様子を 図 4.3 に示す。 

( 基礎分野 ) ( 基礎分野 ) ( 基礎分野 コ 

                                
「医薬品産業」 C 売上地 ) 「鉄鋼産業」 C 売上地 ) 「竜子通信産業」 C 売上地 コ 

図 4.3 売上高の前年比と 基礎分野への R&D 投資額の比率の 推移 

図 4.3 より医薬品産業は 売上の比率が 小さくなっても R&D 投資額に占める 基礎分野の投資比 
率を高めている。 これは、 医薬品産業自体がバイオテクノロジーという 将来に繋がる 非常に大き 
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な 研究領域の中にあ り、 競争が激しいという 事情があ る。 また特に基礎分野の 研究が最も重要視 
される産業であ ることから、 このような投資行動になるものと 考えられる 0 一方、 鉄鋼産業は産 
業 自体が大きく 変貌しようとしている 時期であ り鉄鋼業から 多角経営の方向 ( 半導体事業等 ) へ 
と 構造変化が生じていることから、 このような行動様式を 取っているものと 推測出来るのまた、 
基礎研究が重要であ ると思われる 電子通信産業は、 売上の変化に 殆ど関係なくほぼ 一定の比率に 
なっているのが 興味深い。 

② 応用研究に力を 注ぐ産業 

あ る基礎技術を 基に新たな応用方法や 実用化の可能性を 確かめる応用分野の 研究において、 特 
徴 あ る R&D 投資を行っている 産業として、 ここでは、 食品、 繊維と自動車産業を 挙げる。 

( 応用分野 コ ( 応用分野 コ ( 応用分野 ) 

                    
「食品産業」 ( 売上地 コ 「繊維産業」 ( 売上地 ) 「自動車産業」 ( 売上地 コ 一 ㍾㍾ 
図 4.4 から食品や繊維産業のように 既に成熟した 市場を対象とした 産業は、 如何にして既知の 
情報や研究成果を 基に新しいものを 作り上げて売上を 伸ばすかが大きなポイントとなっているこ 
とから、 これらの産業の R&D 活動は必然的に 応用分野への 投資の割合が 増加することになる。 
また、 自 産業の技術を 中心として他の 関連分野への 進出 ( 多角化 ) も他の産業と 比べると容易な 
産業と思われる。 一方、 自動車産業も 成熟産業の一 つ であ るが、 今後自動車の 基本的な構造が 大 
きく変わることはないしまた 自動車以外への 応用研究の範囲も 限られることから、 応用分野の割 
合 が減少していると 推測される。 

③ 開発研究に力を 注ぐ産業 

日本の R&D 投資の内容は 基礎研究が低く 開発研究が殆どだと 海外からの批判が 絶えない状況 
にあ るが、 ここでは日本が 非常に強いとされている 開発研究分野について、 図 4.5 に示すように 
繊維、 一般機械と電子通信産業を 例に取ってその 特徴について 述べる。 

( 開発分野 コ ( 開発分野 ) ( 開発分野 コ   Ⅰ ぉ ]  100                               
                                      

40                                                                                                                                                                                                         40                                                                                                                                                                                                                   20                                                                                                                                                                                                             20                                                                                                                                                                                                                               
「繊維産業」 ( 売上地 コ 「一般機械産業」 ( 売上地 コ 「電子通信産業」 C 売上地 コ 一 ㎝㍾ 

図 4.5 より繊維産業や 一般機械産業に 拾 いては、 R8m 投資額に占める 開発分野の比率が 低く 
なってきていることが 分かる。 特に繊維産業はこの 売上比率の低下が 大きな引き金となっている 
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ものと推測される。 一般機械産業については 売上比率の低下に 起因するものとは 断定出来ないが 
市場の成熟化に 伴い徐々にこの 様な傾向にあ るのは否めない。 また、 電子通信産業の 市場拡大は 
確実で今後ともこの 傾向が続くものと 想定されるが、 売上の比率変化には 殆ど影響されずここ 20 
年間は毎年 80X 弱の開発分野への 投資が継続されているのが 大きな特徴であ る。 これと似た投資 
行動にあ るのが自動車産業であ る。 これらの行動は、 これら 二 産業が日本の 製造業における 牽引 
的 産業であ ることにも 景 E 善している。 

5. 総合指標による 売上高と R&D 投資行動の推移比較 

ここでは、 前項までに分析した 売上高と R&D 投資額の推移比較の 方法で取り込めなかった 各産業 
の R&D 投資の行動様式を、 以下に定義する 新しい指標を 作成し、 より詳細に分析することを 可能と 
した。 

Ⅲ 研究指向指標 

各産業の R&D 投資行動をより 良く現すための 指標として、 研究指向指標 1 を次のように 定義す 
る 。 ここで、 R はその産業の R&D 投資額、 S" は 現時点での売上高、 S, は前年度時点での 売上高 
を示す。 

研究指向指標 1 =  (R Ⅰ SN)  -  (S"/S,) 
R&D の占める割合 売上高の前年度比率 

この指標の特徴は 表 5.1 に示す様に売上高の 前 
年度比率とその 年の売上高に 占める R&D 投資額 表 5.1 研究指向指標の 動き 
の比率の 2 つの要素から 成っており、 売上比が減 
少し R&D の占める割合が 増加すれば、 指標は大         R&D の占める割合 前年売上比率 
きな値を取り、 反対に売上比率が 大きくなったに 
もかかわらず R&D の占める割合が 低くなった陽 命 命 み 
合は、 f 目標の数値がより 小さくなる。 よってこの 
f 目標の数値の 変動により、 その産業の売上高に 対 み み 含 
応 する R&D 投資の行動様式が 明らかになる。 

(2) 研究指向指標の 計測と分類 

この指標を使用して、 2 4 年間の各産業の 数値を求め、 それぞれの産業の 数値の推移の 様子から 
製造業を 4 つのグループに 分類した。 各バループの 様子を表 5.2 と図 5.1 及び図 5.2 に示す。 

表 5.2 研究指向指標を 使用した R&D 投資行動の産業分類 

牡づ 指標値の範囲 分 類 産 業 と そ の 数 値 範 囲 

  0 ・ 2 ～ 1.0  食品 (0 ・ 4-1.0) 、 パルプ (0 ・ 4 Ⅱ． 9) 、 出版 (0 ． 2-1.0) 、 石油 (0 ． 3 叩 ． 6) 

    

繊維 (0.4-1.9) 、 窯業 (0 ． 9-2.7) 、 鉄鋼 (0 ． 6-2.7) 、 非鉄 (0 ． 9-2.3) 

金属 (0 ・ 5-1.4) 、 その他の輸送 (1.1 Ⅰ， 7) 、 その他の製造 (0 ． 6-1.8)   
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図 5.2 に示すよ う にグループⅣに 分類された医薬品、 電機機械、 電子通信、 精密機械産業は 、 他 
の グループと異なり、 7 0 年度より R&D 投資に対する 行動様式が他の 産業と異なり 数値が高く 、 
また最近は特に 他の産業との 差が大きくなっている。 正にハイテク 産業と呼ぶに 値する行動様式で 
あ ると言える。 これに対して、 グループⅡに 分類された化学、 一般機械、 自動車産業はグループ W 
の 各産業に近い 行動様式であ るが、 ハイテク産業のような 成長の強さが 今一つ欠けている。 また グ 
ループⅡに分類された 各産業の行動様式は 殆どバループⅡと 同じであ るが、 市場規模もしくは R& 
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CI) 研究指向指標                           
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図 5.1 グループ 1 、 グループⅡの 産業の研究指向指標年度推移 ( 年度 ) 
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， 70@ 71@ 72@ 73@ 74@ 75@ 76@ 77@ 78@ 79@ 80@ 81@ 82@ 83@ 84@ 85@ 86@ 87@ 88@ 89@ 90@ 91@ 92 
図 5.2 グループⅡ、 グループⅣの 産業の研究指向指標年度推移 ( 年度 コ 

D 活動領域の広さ 等の点で弱い。 グループ 1 の産業は R&D 投資行動に活気が 窺われない。 これは 

産業に比べて 、 これらの産業における 非常に少ないとの R&D 活動の対象領域あ 理由によるものと るいは技術革新に 推測できる。 また、 係わるキーテクノロジーが グループ 1 を除き 79 年度以 他の 
降 指標の数値が 上昇しているのは、 各バループの 産業の R&D 投資が経済の 発展とともに 活発にな 
ってきたことに 起因している。 。 "  しかし、 バブル崩壊後の 企業経営はそれまで 聖域とされていた 
R&D 投資にもリストラの 波が押し寄せてきていることから、 今後どのような 行動を取るかその 動 
きに注目するものがあ る。 

(3) 研究指向指標による 今後の動向 

以上 2 4 年間のデータを 基に研究指向指標を 用いて、 売上高を中心とした 各産業の R&D に対す 
6 行動様式を分析したが、 これまでの傾向から 今後の各産業動向を 次のように読み 取ることができ 
よう 0 まず、 グループⅣに 分類されたハイテク 産業は今後ともこの 傾向が続くものと 思われる 0 ま 
た 、 グループ 1 に分類されたローテク 産業は今後とも 殆ど変化なく 研究指向指標値が 1 前後の値を 
取り続けるであ ろう。 今後注目すべき 産業はグループⅡに 分類された産業の 中でグループ W に近 い 
行動を取っている 化学を中心とする 産業 群 ( 化学、 油脂、 ゴム、 その他の化学 ) であ り、 具体的に 
は 新素材等の開発面で 今後大きく成長する 可能性があ ると思われる。 

6. まとめ 

以上、 各産業の R&D 投資行動を売上高を 中心として、 R&D 投資額、 投資分野別、 研究性格別に 分 
析し 、 産業 毎 の 特 街を明らかにした。 また今回新たに 研究指向指標を 定義し、 各産業の R&D 投資行動 
を 数値化することによりそれぞれの 産業の行動をより 詳細に把握することが 可能になった。 さらにこの 
行動からハイテク 産業に屈する 産業をより明確化し、 今後の展望についても 推測することができた。 
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